
 1 

 

平成 28〜30 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

（H28-労働-一般-002）研究代表者：竹中晃二 

 

総合研究報告書 

 

研究代表者 竹中 晃二 早稲田大学人間科学学術院・教授 

 

研究要旨 

	 本研究の目的は，メンタルヘルス問題を予防することを目的に，多様な教育・普及プログ

ラムを開発し，それらの評価を行うことである。具体的な研究内容としては，地域，職域，

および学校において人々のメンタルヘルス不調を予防し，さらにはポジティブ・メンタルヘ

ルスを強化させることに焦点を絞り，具体的なプログラムおよびキャンペーン戦略を開発

し，効果検証をおこなうことである。その内容としては，Barry（2001)が示したメンタルヘ

ルスの枠組みに従い，「予防」と「プロモーション」という 2方向からのアプローチを想定

している。「予防」の観点では，メンタルヘルス問題の汎用型予防を目的としたストレスマ

ネジメント教育プログラムの開発，であり，一方，「プロモーション」の観点では，メンタ

ルヘルスをよい状態に保つメンタルヘルス・プロモーションの行動変容型プログラムの開

発，を目指した。 

平成 28 年度においては，ストレスマネジメント教育に関する研究として，①認知行動療

法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価， ②ポジティブ心理学の立

場に立った職場のメンタルヘルス教育プログラムの研究，のそれぞれを実施した，一方，メ

ンタルヘルス・プロモーション・プログラムに関する研究としては，①中学生における劇

的日常体験とウェルビーイングの関係，②就労者を対象にしたメンタルヘルス・ プロモー

ションの試験的介入，③メンタルヘルス・プロモーションを目的とした e ラーニング・プ

ログラムの開発および評価：予備研究，および④予防教育プログラムの評価，の 4 研究を

実施し，ポジティブ・メンタルヘルスの効用について予備的な検討をおこなった。 

2 年目となる平成 29 年度では，「認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プロ

グラムの開発・評価」では，児童・生徒を対象とした実践的な 3研究を実施し，成人を対象

にポジティブ・ストレスマネジメント研修のストレス緩和効果を確認した。一方，メンタル

ヘルス・プロモーションに関する研究としては，①強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発，②メンタルヘルスプロモーション行動パターンとストレス状況
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との関連，③メンタルヘルス・プロモーション及びその普及啓発に関する研究，および④

予防教育プログラムの評価の 5 研究を実施し，それぞれのアプローチがポジティブ・メン

タルヘルスの強化に貢献することがわかった。 

最終年度となる平成 30年度では，大きく 3種類の研究領域に分けて研究を進めた。それ

らは，（1）ストレスマネジメント教育に関する研究， （2）ポジティブ心理学，特に「強

み」の強化に関する研究，および（3）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究，で

あり，特に対人場面だけでなく ICTを活用した研究もおこなった。 

以上の研究を通して，メンタルヘルス不調が生じることを前提にした「予防」のストレス

マネジメント・プログラムの開発とポジティブ・メンタルヘルスを強化することによって結

果的に予防に貢献する「プロモーション」の役割が明確になり，今後のメンタルヘルス不調

への対策として有益な知見を得た。 
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A. はじめに 

現在，我が国において深刻さを増している

メンタルヘルス不調を緩和するためには，

対症療法だけでなく，予防の観点を強調し

たプログラム開発が欠かせない。また，そ

の普及を確実にするためにエビデンスの構

築が必要である。通常，メンタルヘルス問

題を抱える人たちは，職域，地域，および学

校において，問題を表面化させ，周囲がそ

のことに気づいた段階ですでに「深み」に

はまっており，そのために彼らは医療専門

領域における「治療」の対象者となってい

た。本研究の目的は，人々がストレス対処 
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法を身につける（ストレスマネジメント）

だけでなく，「よいメンタルヘルス状態を保

つ」ために必要な行動の実践（メンタルヘ

ルス・プロモーション）を促し，メンタルヘ

ルス問題の予防に貢献できる教育・普及プ

ログラムを開発し，評価システムを作成す

ることである。 

	 以下，ストレスマネジメンントに関する

研究，およびメンタルヘルス・プロモーシ

ョンに分けて解説を行う。 
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＜平成 28 年度＞ 

研究 1 

ストレスマネジメンントに関する研究 

A-1. はじめに 

ストレスマネジメントとは，主に心理的

ストレスに関する正しい理解を促す心理教

育や，心理的ストレスへの対処方略の獲得

や拡充をねらいとした介入を行うことによ

って，心理的ストレスとのつき合い方を習

得する手続きの総称として用いられること

が多い（竹中，1997）。ストレスマネジメン

トには，一般的に，呼吸法や自律訓練法な

どの生理的技法，認知再構成法（認知的再

体制化）などの認知的技法，社会的スキル

訓練などの行動的技法などが含まれている

（金，2011）。 

B-1. 方法 

マインドフルネスストレス低減法をはじ

めとするストレスマネジメントに関わる研

究の文献研究および医療従事者のストレス

調査をおこなった。 

C-1. 結果 

文献から，介入方法には，呼吸法，食べる

瞑想，静座瞑想法，ボディスキャンが用い

られており，ヨーガ瞑想法，歩行瞑想法の

介入を行っている研究はなかった。分析対

象となった論文のうち，効果測定の指標は，

感情，認知，注意等を測定する尺度が使用

されているという特徴があった。また，医

療従事者の中でも職種によるストレスの特

徴が明らかになった。 

C-1.考察 

明確な操作変数の設定がないままに，ある

いは操作変数と従属変数の関連が検討され

ていないために効果を実証する上での障壁

になっていた。職種によって異なるストレ

スに配慮する必要がある。 

D-1. 結論 

介入手続きのみに着目するのではなく，介

入によって操作する変数に焦点をあてるこ

とが重要である。ストレスマネジメント・

プログラムの開発の際には職種に応じた高

ストレス状況の把握が重要である。 

的側面も含めて整理した。 

 

研究 2 

ポジティブ心理学の立場に立った職場の 

メンタルヘルス教育プログラム 

A-2. はじめに 

ストレスマネジメント研修を、単に病気の

予防という視点からではなく、よりよく仕

事に従事して幸福な人生を生き抜くための

心理教育として改良するための実践的試み

について述べる。すなわち、ポジティブ心

理学の視点に立った、新しいメンタルヘル

ス研修のための実践プログラムを提案する。 

B-2. 方法 

従来型のストレスマネジメント教育にお

けるポジティブ心理学の要素について検討

し， 一般企業におけるメンタルヘルス研修

の場において強みに気づき，強みを活かす

グループワークを用いたプログラムを試行

し，最後に外国人介護士候補の来日後の語

学研修中に行われるメンタルヘルス研修時

に実施した blessing（感謝の恵み）のワーク

の効果を検討した。 
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C-2. 結果 

	 ポジティブ心理学を活用したストレスマ

ネジメント研修において，幸福感やコーピ

ング能力の改善が見られた。 

D-2. 考察 

従来型のストレスマネジメント教育にお

いてもポジティブ心理学の要素が、職場に

おけるメンタルヘルス問題に気づき、積極

的に予防するための研修プログラムにおい

て有効性が期待できることがわかった。 

E-2. 結論 

従来型のストレスマネジメント教育にお

けるポジティブ心理学の要素として、リラ

クセーションならびにアクティベーション

プログラムがもたらす快感情が重要である。 

 

研究 3 

中学生における劇的日常体験と 

ウェルビーイングの関係 

A-3. はじめに 

今世紀に入り，心理学の領域では，精神疾

患の予防や治療だけに目を向けるのではな

く，よりよく生きることや充実した人生を

送ることを目指すポジティブ心理学の潮流

が生まれた。 

B-3. 方法 

中学生を対象に，日常生活において強く印

象に残った体験とウェルビーイングの関係

について検討を行った。 

C-3. 結果 

以下の 4つの点が明らかになった。①中学

生における劇的日常体験として，失敗体験，

遂行体験，および出会い・成功体験の 3 つ

が挙げられた。②劇的日常体験の性差につ

いては，女子は男子よりも出会い・成功体

験の頻度が高かった（ただし 10％水準）。③

劇的日常体験の学年差について，三年生の

遂行体験の頻度が高かった。④出会い・成

功体験が最も強くウェルビーイングと関連

を示した。 

D-3. 考察 

中学生における劇的日常体験の頻度とウ

ェルビーイングには正の関連があり，特に

様々な出会いや成功を体験することがウェ

ルビーイングの向上につながる可能性が明

らかになった。 

E-3. 結論 

中学生においては，多くの出会いや成功を

体験することで，ウェルビーイングの向上

を図ることができる可能性が示された。 

 

研究 4 

就労者を対象としたメンタルヘルス 

プロモーションの試験的介入 

A-4. はじめに 

就労者を対象として，メンタルヘルスプロ

モーションに関する情報を提供する試験的

な介入プログラムを実施し，介入による肯

定的な影響について検討をおこなった。 

B-4. 方法 

東北地方の A県にある 6事業所（n = 573）

において，介入群には月 1回，3ヶ月間にわ

たり，リーフレット，プロモーションビデ

オ，ニューズレター，およびポスターを用

いてメンタルヘルスプロモーションに関す

る知識提供をおこなった。 
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C-4. 結果 

メンタルヘルスプロモーションを意図し

た介入プログラムの開発においては，我が

国の就労状況や文化的な文脈を考慮する必

要性が明らかになった。 

D-4. 結論 

対象者の就労環境や社会経済学的変数の

影響力を考慮した上での情報提供が必要で

ある。 

 

研究 5 

メンタルヘルス・プロモーションを目的と

した e ラーニング・プログラムの 

開発および評価—予備的研究— 

A-5. はじめに 

メンタルヘルス問題の一次予防に着目し，

「こころの ABC 活動」と名付けたキャン

ペーン型の介入を実施してきた（竹中, 2012; 

2015）。本研究は，「こころの ABC 活動」を

eラーニングで配信する予備研究である。 

B-5. 方法 

学生を対象に，メンタルヘルス問題の予防，

およびポジティブ・メンタルヘルスの強化

を目的にした e ラーニング・プログラムを

開発し，その内容および運用面で評価をお

こなった。 

C-5. 結果 

結果は，（a）メンタルヘルスへの認識や考

え方が変化させたこと，（b）メンタルヘル

ス・プロモーション行動を実施してみての

変化が生じたこと，および（c）メンタルヘ

ルス問題の予防のためにおこなう活動が具

体化できたこと，であった。 

D-5. 考察 

参加によるメンタルヘルス問題に対する

認識において，スモールチェンジの重要性

を理解したという回答が多く得られた。そ

のため，回答者は，普段おこなっている行

動に目を向け，小さな行動を積み重ねるこ

とが重要である，という認識ができたこと

が伺えた。 

E-5. 結論 

	 本研究における有益な知見としては，（a）

e ラーニング受講によって対象者の認識や

考え方が変化したこと，（b）MHP行動を実

施してみての変化が生じたこと，および（c）

メンタルヘルス問題の予防のためにおこな

う活動が具体化できたこと，である。 

 

研究 6 

予防教育プログラムの評価 

A-6. はじめに 

 職域における個人に向けたメンタルヘル

ス・プロモーションに関しては，まずは従

来の予防教育プログラムの評価を行う必要

がある。 

B-6. 方法 

本研究では，職域における個人向けメン

タルヘルス・プロモーションに関して，予

防教育プログラムの効果評価に適切と考え

られる指標を，文献レビューをもとに検討

した。 

C-6. 結果 

レビューの結果，アウトカムに相当する

指標として，主にワーク・エンゲイジメン

トとフローが取り上げられていることが示
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された。いずれの変数も，職域におけるメ

ンタルヘルス・プロモーションの効果評価

指標として概念的には適切と考えられるも

のの，測定に関しては，質問紙による評価

方法が確立しているワーク・エンゲイジメ

ントが，より望ましいと考えられた。 

D-6. 考察 

ポジティブなアウトカムを高める指標と

しては，心理的資本，心理的柔軟性，自己

制御プロセス，ポジティブな帰属スタイ

ル，感情的知性，コアセルフ評価などの個

人資源（内的資源，心理的資源）が取り上

げられていた。 

E-6. 結論 

メンタルヘルス・プロモーションの効果

指標について，より多様な要因に注目する

には，個人資源のほかに，リカバリー経験

のような就業外の活動にも注目することも

有用と考えられる。 

 

＜平成 29 年度＞ 

研究 1 

ストレスマネジメンントに関する研究 

A-1. はじめに 

認知行動療法を用いたストレスマネジメ

ント教育プログラムの開発・評価の一貫と

して，日常生活に即したアセスメント方略

として，補助的アプリケーションを用いた

場合の有効性の検討と，学級集団における

ストレスマネジメントを実施する場合のア

セスメント方略の整理と予防的なストレス

マネジメントの評価について検討をおこな

った。 

B-1. 方法 

①ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検討 

個別化の精緻化を意図した，睡眠介入を取

り入れた認知行動療法ストレスマネジメン

ト・アプリケーションを開発した。 

②児童集団を対象としたストレスマネジメ

ントのアセスメントと実践 

「ストレスマネジメント」「介入」「児童」

「集団」「学級」をキーワードとして児童集

団を対象としたストレスマネジメント介入

を行った研究を概観した。 

C-1. 結果 

①介入の効果を検討するために，介入方法

を独立変数，ストレス，睡眠，コーピングレ

パートリーを従属変数とした２要因分散分

析をおこなった結果， pre 期と比べて post

期の「責任転嫁」においてアプリ群が，「睡

眠重症度」においては面接群に有意な変化

が認められた。 

②ストレス理論に基づいた集団のアセスメ

ント，集団における機能的アセスメント，

集団のアセスメントに基づく介入手続きの

設定が必要とされる。 

D-1.考察 

①ストレス反応に変化は見られなかったも

のの，コーピングレパートリーの拡充にお

いてはアプリケーションによる介入の効果

が最も高く，不眠重症度においては面接に

よる介入の効果が最も高いことが示された。 

②ストレスマネジメントの予防効果は，ス

トレス反応などの状態を示す変数ではなく，

特性を示す変数の変化を押さえることが重
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要である。 

E-1. 結論 

①個別化を目的とした，睡眠改善およびス

トレスマネジメントプログラムを搭載した

アプリケーションを開発し，一部その効果

が認められた。 

②期待した効果が得られ，再現性，実証性

を担保する介入の要件としては，１）スト

レス理論に基づくアセスメントの実施，２）

機能的アセスメントの実施，３）アセスメ

ントに基づく手続きの設定，４）予防を目

的としたストレスマネジメントの有効性の

評価，の４つが必要である。 

 

研究 2 

ポジティブストレスマネジメント研修の 

ストレス緩和効果に関する予備的介入 

A-2. はじめに 

本研究の目的は，ストレスマネジメント研修会

にポジティブ・ストレスマネジメントの要素を取り

入れ，その実施継続が従業員のストレス状況

に有効であるかを実証的に検討することであ

った。 

B-2. 方法 

ストレスチェックを実施する対象事業所の職

員を対象として，ストレスチェック結果の返却の

後に研修を実施し，研修プログラム実施の有

無，および継続がワークエンゲイジメントおよ

びストレス状況及ぼす影響を実施群と非実施

群で比較検討した。 

C-2. 結果 

実施群は非実施群と比べて，仕事の心理的

な負担感が軽減し，仕事がコントロールで

きる感じが増加した。また，家族や友人か

らのサポートが増えた。 

D-2. 考察 

仕事ストレスに焦点を当てたポジティブ・

ストレスマネジメント研修では，強みを仕

事に活かし，自分なりの仕事への熱中度を

高めるための指導を行い，それを継続させ

ることを主眼としたストレスマネジメント

プログラムが効果的である。 

E-2. 結論 

仕事ストレスに焦点を当てたポジティブ

ストレスマネジメント研修では，強みを仕

事に活かし，自分なりの仕事への熱中度を

高めるための指導を行い，それを継続させ

ることを主眼としたストレスマネジメント

プログラムの開発が求められる。 

 

研究 3 

強みに基づくポジティブ心理学的介入 

アプリケーションの開発 

A-3. はじめに 

本研究では，個人が持つ代表的な 5 つの

「強み」の活用状況と主観的な日常満足感

について，毎日セルフモニタリングを行う

ことができるスマートフォン用アプリケー

ション「ポジティブライフ」の開発を行っ

た 

B-3. 方法 

ポジティブ心理学的介入の具体的内容を

決定し，スマートフォン用アプリケーショ

ンの開発をエコマス株式会社（宇部市）に

委託した。本アプリケーションは，強みの

活用状況および日常満足度の入力を毎日行
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い，その結果がグラフで可視化できるよう

にしている。 

C-3. 結果 

アプリケーションにはセルフモニタリン

グを継続的に行ってもらうために，ゲーミ

フィケーションの中のポイントとバッジの

要素を盛り込んだ結果，実践者の動機づけ

が高まった。 

D-3. 考察 

アプリケーションでは，単に「強み」の活

用を促すだけではなく，行動変容技法（セ

ルフモニーションの原理を応用するこを用

い，継続的な行動変容（強みの活用を長期

的に継続すること）を目指す必要がある。 

E-3. 結論 

本アプリケーションを用いて個人の持つ

ポジティブな性格特性（強み）を存分に発

揮することができれば，ポジティブ心理学

の究極的な目標である持続的な幸福の実現

に寄与できるものと思われる。 

 

研究 4 

メンタルヘルス・プロモーション行動 

パターンとストレス状況との関連 

A-4. はじめに 

本研究の目的は，就業者を対象としてメン

タルヘルス・プロモーション行動の実施パ

ターンを類型化し，活動型による職業性ス

トレスの状況について比較をおこなうこと

であった。 

B-4. 方法 

調査に対しては，6企業で就労する 762名

から回答が得られた。調査内容は，メンタ

ルヘルス・プロモーション行動評価尺度，

および職業性ストレス簡易調査票であった。 

C-4. 結果 

クラスター分析の結果，個人活動型（n = 

95），非活動型（n = 283） ，身体活動型（n 

= 164） ，多活動型（n = 64） ，および文化

活動型（n = 156）の 5つの活動型が抽出さ

れた。職業性ストレスとの関連性について

は，活力において活動型による差異が認め

られ，多活動型が最も高く，個人活動型，身

体活動型，文化的活動型の間には差異が認

められなかった。一方，非活動型は，活気が

低く，イライラ感，疲労感，抑うつ感が高か

った。 

D-4. 結論 

本研究の結果から，メンタルヘルス・プロ

モーション行動は，個人の趣向性に併せて

実施することで，職業性ストレスの改善に

貢献する可能性が示唆された。 

 

研究 5 

メンタルヘルス・プロモーション及びその

普及啓発に関する研究 

A-5. はじめに 

本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモ

ーションにおいて，1）ポジティブな感情・

考え方・活動がメンタルヘルスのネガティ

ブ側面に果たす防衛的役割を整理し，2）普

及啓発を目的としたメンタルヘルス・プロ

モーション・ブランド「こころの ABC活動」

を開発し，3）「こころの ABC活動」のリー

フレット配布による普及啓発の効果を検証

することであった。 
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B-5. 方法 

①Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）

の文献を基に，ポジティブ・メンタルヘル

スが果たす防衛的役割を整理した。 

②Act，Belong，Challenge の 3 要素からな

るブランド「こころの ABC活動」を開発し

た。③自治体職員を対象に，ブランド「こ

ころの ABC活動」に関わるリーフレットを

開発し，普及啓発の効果として配布 1 カ月

後に認識，理解，受容，および行動意図につ

いての調査を行った。 

C-5. 結果 

③の結果では，リーフレットそのものが閲

覧されておれば，認識→理解→受容→行動

意図と影響が連鎖することがわかった。 

D-5. 考察 

従来，メンタルヘルス・プロモーションの

普及啓発の効果を検証する方法として，単

にストレス度の改善だけが注目されてきた。

しかし，ポジティブ・メンタルヘルスを強

化する行動を奨励しているプロモーション

活動に限っては，その情報内容がどれだけ

人々の認識・理解させたのか，そして内容

を受容させて行動意図を高め，最終的にど

の程度行動実践に至ったかを検証すること

が普及啓発活動の目的に合致する。 

E-5. 結論 

「こころの ABC 活動」をはじめとするプ

ロモーション活動は，ポジティブ・メンタ

ルヘルスを強化し，まさにメンタルヘルス

問題の一次予防として期待されている。 

 

 

研究 6 

予防教育プログラムの評価 

A-6. はじめに 

本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの評価を行うこ

とである。 

B-6. 方法 

①研究 1では，リカバリー経験の主要な要

素である心理的距離を促進するためのプロ

グラム（アプリ）を開発しパイロット研究

を行った。 

②研究 2では，心理的距離の促進が期待さ

れるワーカホリズムの低減プログラム（ア

プリ）の効果に関する個人差を探索するた

め，ワーカホリズムと心理的距離との関連

に個人特性が及ぼす影響を WEB 調査で検

討することを目的とした。②心理的距離の

促進が期待されるワーカホリズムの低減プ

ログラム（アプリ）の効果に関する個人差

を探索するため，ワーカホリズムと心理的

距離との関連に個人特性が及ぼす影響を

WEB調査で検討することを目的とした。本

研究では，個人特性として，Big Fiveパーソ

ナリティ，完全主義傾向の 2 つの特性を取

り上げて検討した。 

C-6. 結果 

①ワードの感情価評価について，ワーカホ

リズムの 8 ワードのスコア平均±標準偏差

は，7件法の回答でネガティブであった。 

study engagementについては，介入後の変化

は見られなかった。Anxiety については，

Trait anxietyは実施後に変化は見られなかっ



 10 

た。しかしながら，State anxietyは実施後に

有意に軽減した。 

②仕事との心理的距離（リカバリー経験の

主要要素）を阻害するワーカホリズムの低

減プログラム（注意バイアス修正法）を開

発し，その効果を健常な学生を対象とした

パイロット研究で評価した。その結果，State 

anxietyと Attention biasの reaction timeにポ

ジティブな変化が認められた。次に，ワー

カホリズム（強迫的な働き方）と心理的距

離との関連に個人特性（Big Fiveパーソナリ

ティ，完全主義傾向）が及ぼす影響をWEB

調査で検討した。その結果，パーソナリテ

ィに関しては神経症傾向が，完全主義傾向

に関しては高目標設置が，それぞれ強迫的

な働き方と有意な交互作用を有していた。 

D-6. 考察 

①本プログラムによって，State anxietyと

Attention biasの reaction timeにポジティブ

な変化が見られ，ワーカホリズム関連ワー

ドの非捕捉により，State anxietyの改善が

見られた。 

②個人特性と強迫的な働き方との交互作用

を検討したところ，パーソナリティに関し

ては神経症傾向が，完全主義傾向に関して

は高目標設置が，それぞれ強迫的な働き方

と有意な交互作用を有していた。このこと

は，強迫的な働き方の低減を目的とした心

理的距離の促進プログラムの効果は，神経

症傾向が強い個人や目標設置が低い個人

に，より有効である可能性を示唆してい

る。 

 

E-6. 結論 

今後，心理的距離の促進が期待されるワー

カホリズムの低減プログラムを実施する際

は，実施対象者を（1）神経症傾向が高い，

（2）目標設置が低い，（3）心理的距離が中

程度以下，などの個人特性に注目し，これ

らの特性を有する人に限定することで，プ

ログラムの効果をより高めることが期待さ

れる。 

 

＜平成 30 年度＞ 

研究 1 

認知行動療法を用いたストレスマネジメント 

教育プログラムの開発・評価 

A-1. はじめに 

本研究では，認知行動療法を用いたストレ

スマネジメント教育プログラムの開発・評

価の一環として，特定の環境下における特

定の対象者の心理的ストレスの様相を検討

した。 

B-1. 方法 

①平成 29 年度から取り組んでいるスマー

トフォンアプリケーションを用いた認知行

動療法の効果をについて新たに収集したデ

ータを追加して検討した。 

②高校生に対する短期マインドフルネスの

効果検証：大規模災害に被災した地域の高

校生を対象としてマインドフルネス介入を

実施した場合の検討，および③医療従事者

を対象としてワーク・エンゲイジメントを

指標とした場合の検討をおこなった。 

C-1. 結果 

①本研究においては，アプリ群が面接群と
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同等かそれ以上の効果が得られると予測し

ていたが，そのような結果が得られなかっ

た。 

②介入対象となった 207名のうち，介入前，

介入後，フォローアップのすべての質問紙

調査を受けているマインドフルネス介入群

と心理教育群を比較したところ，ストレス

反応には効果が見られなかった。 

③快適職場調査の下位尺度を独立変数とし，

ワークエンゲイジメント（活力，熱意，没頭）

を従属変数とする重回帰分析をおこなった

結果，社会とのつながりがワークワークエ

ンゲイジメントの下位尺度それぞれと有意

に関係していた。 

D-1.考察 

①コーピングレパートリーの拡充に際して

は，支援対象者に対して個別に面接を実施

し，実行したコーピングに関する個に応じ

た丁寧なモニタリングを支援者と共に行う

ことが最も有用である。一方で，スマート

フォンアプリケーションの使用によって特

定のコーピングレパートリーの実行の頻度

が減少したことは，コーピングレパートリ

ーの拡充という観点から効果が確認できな

かったものの，データを記録していた最中

に出くわしたストレッサーに対して非機能

的であったコーピング方略の実行の頻度が

減少したとも理解することができる。 

②マインドフルネスの「注意」や「気づき」

を獲得し，それらを維持促進するための手

続きの検討が必要である。そこで，マイン

ドフルネスの維持促進の手続きとして，集

団に対するマインドフルネスの実施に加え

て，セルフマネジメントを高めるためのホ

ームワークの実施や，継続的な介入を行う

ことによる効果の検討を行うことが今後の

課題である。 

③社会とのつながりは，自分自身の仕事が

社会から高い評価を受け，またより良い社

会を築くことに寄与している実感であり，

ワーク・エンゲイジメントを高くする要因

である可能性が推測された。 

E-1. 結論 

①開発した仕様のスマートフォンアプリケ

ーションの使用によって CBSMの効果を高

めることができるとは必ずしもいえないこ

とが示された。今後さらに検討する必要が

ある。 

②本研究の結果から，１回の介入のみでも

約半数の生徒において操作変数が機能的に

変容し，介入の効果が期待されたことは，

被災などの状況を考慮した短期的な介入場

面においても活用できると考えられる。 

③医療従事者にとって，自身の業務が社会

的価値が高い，また社会から認められてい

るという認識は，仕事への関心や集中を喚

起する可能性がある。 

 

研究 2 

仕事ストレス緩和を目的としたポジティブ

メンタルヘルス研修の効果成立過程の検証

A-2. はじめに 

本研究では，就労者を対象としたポジティ

ブメンタルヘルス研修として，「強みに気づ

き，強みを活かす」ことを目標とするグル

ープワークのストレス軽減効果を検討した。 
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B-2. 方法 

研修受講者に対して，研修後１月間，仕事

に強みが活かせたかどうかを毎日記録させ，

その結果に基づいて対象者を 3 群に分け，

ワークエンゲィジメント，主観的幸福感，

およびストレス反応の，研修前から 1 ヶ月

後への変化量を分析した。 

C-2. 結果 

1ヶ月間の強みを活かせた程度が強いグル

ープほど，ワークエンゲイジメントは向上

し，主観的幸福感は増加し，ストレス反応

は低下する傾向を示したが，統計的には有

意水準には至らなかった。 

D-2. 考察 

統計的支持が得られなかったことは，分析

に用いた対象者数が 26 名と少なかったこ

とが関係することは否めないが，研修後の

強み活用のセルフモニタリング期間が１ヶ

月間と，以前の報告と比べて半分と短かっ

たことも関係するとおもわれる。 

E-2. 結論 

今後は，対象者数を増し，研修後のセルフ

モニタリング期間を２ヶ月に延長すること

など再検証する必要がある 

 

研究 3 

ICT を利用したポジティブ心理学的介入 

―強みの活用を促すスマートフォン用 

アプリケーションの開発－ 

A-3. はじめに 

本研究では，情報通信技術 (ICT) を利用

した強み介入の可能性を探った。 

B-3. 方法 

大学生を対象に，毎日の強みの活用状況と

主観的な日常満足感についてスマートフォ

ン用のアプリケーションに入力させ，強み

の認識，強みの活用感，および人生満足度

の変化について事例的に検証を行った。 

C-3. 結果 

アプリケーションを高頻度で利用してい

た者は，介入の前後で，強みの認識および

活用感が増加していた。ただし，人生満足

感については，いずれの対象者も介入の前

後で変化していなかった。 

D-3. 考察 

自分の強みを認識していない，強みを十分

活用できていない，人生に満足していない

などの特徴を有する対象者は，今回のアプ

リケーションを利用した強み介入が有効に

働く可能性が示された。 

E-3. 結論 

本アプリケーションの利用が強みの認識

および活用感に対して有効である可能性が

認められた。しかし，本研究はあくまでも

少人数を対象とした事例的な検討であるた

め，今後，さらに対象者を増やし，無作為化

比較対照試験などのより厳密な手続きを用

いた検討が求められる。 

 

研究 4 

就労者を対象としたメンタルヘルス 

プロモーションの試験的介入 

A-4. はじめに 

本研究の目的は，（a）社会経済・人口統計

学的変数によるメンタルヘルス・プロモー

ション行動の実施状況の差異について検討
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すること，および（b）メンタルヘルス・プ

ロモーション行動の実施状況の予測におけ

る社会経済・人口統計学的変数とセルフエ

フィカシーの相対的な貢献度について検討

すること，であった。 

B-4. 方法 

20-70 代の成人 3,600 名に対して，社会経

済・人口統計学的変数（性別，年代，配偶者

の有無，育児の有無，介護の有無，労働形態，

就労時間，就労に対する満足度，就労して

いる企業規模，収入，職種，および精神疾患

の既往症），メンタルヘルス・プロモーショ

ン行動の実施状況，および実施に対するセ

ルフエフィカシーについて調査をおこなっ

た。 

C-4. 結果 

分析の結果，社会経済（雇用形態，就労満

足度，就労する企業規模，年収），および人

口統計学的変数（性別，年代）による差異が

認められ，特に若年層および社会経済的弱

者のメンタルヘルス・プロモーション行動

の実施率が低いことが明らかになった。ま

た，メンタルヘルス・プロモーション行動

の実施を予測する変数としては，社会経済・

人口統計学的変数よりもセルフエフィカシ

ーの影響が高いことが明らかになった。 

D-4. 考察 

人口統計学的な変数による差異について

は，メンタルヘルス・プロモーション行動

評価尺度の得点，および行動の実施状況と

もに，高年齢者の実施可能性が高く，近年

メンタルヘルス問題においてハイリスク層

とされている若年層や中年者は，メンタル

ヘルス・プロモーション行動評価尺度に示

されているような行動を満足に実施できて

いない可能性が示唆された。したがって，

このような若年層における心の健康増進の

実施の困難さが，我が国の抱える深刻な健

康問題である自殺や過労死の一要因である

可能性が高いと言える。 

社会経済変数については，身体活動，休日

文化的活動，対人コミュニケーション，積

極的リラクセーション行動において多くの

関連性が認められ，メンタルヘルス・プロ

モーション行動の実施が，就労環境が整い，

収入の良い大手企業に勤めている社会経済

的に優位な者中心になってしまっている可

能性が高いと考えられる。 

E-4. 結論 

本研究の結果から，社会経済状況は，心の

健康増進に貢献する活動の実施において大

きな決定因子となっており，社会経済的弱

者に向けた支援の充実は，社会的な課題で

ある。 

 

研究 5 

メンタルヘルス問題の予防に果たす 

自助方略の検討 

A-5. はじめに 

メンタルヘルス不調は，種類が異なる症候

群が存在するというよりも，むしろ連続体

とみなすことができ，深度によって疾患へ

と発展する。そのため，亜臨床の段階で対

処することが重篤な症状を予防することに

つながる。これらの亜臨床段階の症状は，

自助方略によって対処できることが証明さ
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れており，しかしどの自助方略が役立ち，

また実践できる可能性が高いのかは十分に

明らかになっていない。 

B-5. 方法 

本研究では，メンタルヘルス問題の予防に

果たす自助方略の効果を検討するために，

まずは自助方略に関わる従来の研究を概観

し，その後，パイロット研究として，勤労者

を対象とした自助方略介入の効果を調べた。

①「文献研究」として，欧米を中心とする

従来の研究からメンタルヘルス問題に関わ

る自助方略の役割を解説した。 

②つづいて，勤労者が実施している自助方

略の調査・介入として「調査・介入研究」を

おこない，（1）勤労者のメンタルヘルス調

査，そしてその後に（2）自助方略介入の効

果，について介入研究をおこなった。 

C-5. 結果 

①自助方略の内容としては，（1） 予防が必

要なターゲット，（2）メンタルヘルス問題

における予防措置としての自助方略の役割，

および（3）自助方略の内容（役立ち度と実

践可能性，予防と管理を目的とした自助方

略），についてまとめた。 

②メンタルヘルス予防に関する就労者の自

助方略調査では，短期・中期の方略が挙げ

られた。それらのリストから個人で実践可

能な方略を選択させ，1週間の実施を依頼し

たところ，介入前後でストレス度が改善す

ることがわかった。 

D-5. 考察 

心理的，心理的，社会的反応の３種類のス

トレス得点について介入効果を見たところ，

自助方略の実践によって心理的反応と身体

的反応においてストレス得点が有意に低下

した。効果が見られた自助方略は，ライフ

スタイルの整備，コミュニケーション，お

よびリラクセーションであった。 

E-5. 結論 

メンタルヘルス不調の予防対策として自

助方略を用いるメリットを 3 点にまとめる。 

①自助方略の推奨目的は，メンタルヘルス

問題・疾患の予防をメンタルヘルス不調の

症状改善に求めている。 

②「気分の不調」の改善を他者からの支援

ではなく，自助に求め，その習慣化を目的

としている。 

③効果的な自助方略リストが完成できれば，

それらの普及啓発のために幅広い適用が考

えられる。 

 

研究 6 

予防教育プログラムの評価 

―注意バイアス修正法を用いた Web ベー

スプログラム― 

A-6. はじめに 

本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの開発と評価を

行うことである。3年目にあたる平成 30

年度では，ポジティブ・メンタルヘルス

（ワーク・エンゲイジメント）を促進する

要因としてリカバリー経験（仕事以外の時

間の使い方）に注目し，注意バイアス修正

法（Attention Bias Modification：ABM）を

用いたWebベースプログラムの効果を，
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無作為化比較試験により検討することを目

的とした。 

B-6. 方法 

インターネット調査会社の登録モニター

から募集した参加者を性と年齢をマッチさ

せたブロックランダム化により介入群と対

照群に割り付けた。介入群にはWebベー

スの ABMプログラムを実施するように依

頼し，1ヶ月後に両群ともにインターネッ

トによる事後調査を実施し，それぞれ 119

人（79.3%），107人（71.3%）から回答を

得た。事前調査および事後調査では，ワー

ク・エンゲイジメント，特性不安，状態不

安，気分，リカバリー経験，ワーカホリズ

ムを評価した。 

C-6. 結果 

解析の結果，ワーク・エンゲイジメン

ト，特性不安，気分，リカバリー経験，ワ

ーカホリズムには有意な介入効果は認めら

れなかったものの，状態不安の不安不在項

目に関して介入実施後に有意に得点が低下

したほか，状態不安総得点についても，有

意な低下がみられた。 

D-6. 考察 

ワーク・エンゲイジメント関連ワードの

選択により，状態不安の改善が見られたこ

とは国内外での新しい所見である。今後，

状態不安の改善を通じたワーク・エンゲイ

ジメント向上の可能性など，さらなる検討

が必要と思われる。 

E-6. 結論 

本研究の結論として，労働者を対象とした

セルフケア・プログラムにより，不安が改

善することが明らかになった。 
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